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中国内モンゴル自治区（以下内モンゴルと略
称）では、農村地域を生産方式により農耕、農牧混合及び牧畜地域に分ける。中国の牧畜業には、飼料基盤を耕種農業に依存する農村牧畜業と草原資源に依存する牧畜地域牧畜業の二種類がある。牧畜地域とは、基本的に放牧用の草原牧草地を利用した牧畜業が営まれる地域である。中国全体で牧畜県一二
〇
、農牧混合県
一四六があり、国土面積の四割強を占める。同地域の人口は全 国の三 ・三％に過ぎない 、辺境地域、少数民族地域、生態環境の脆弱地域として戦略的に重要な地域 される。内モンゴルの県レベル行政単位一
〇一
のうち牧畜地域は
三十三旗（旗は県に相当）ある。　
内モンゴルの牧畜地域では地理的条件や生
産方式の相違により農耕地域と若干異なる政策が実施されてきた。一九八
〇
年代に実施さ
れた農家経営請負制度により、内モンゴルではかつての遊牧生産方式が基本的に個別農家を単位とする定住放牧に変わったが 依然して草原に依存する放牧牧畜業 主要な生産方式であった。しかし、二
〇〇〇
年以降に草
原環境保護を目的とした一連の政策が実施された。牧草地単位あたりの 畜頭数を 限す
る「草畜均衡」 、牧草地での一時的放牧を禁止する「休牧」 、長期的放牧禁止の「禁牧」 、退化が進行した草原から農 民と家畜を移住させる「生態移民 などである。政府は、自然放牧から舎飼への転換 「粗放的」経営から集約的経営への転換、頭数重視から品質・収益重視への転換など生産経営方式の転換を目指す方策を採った。一連の政策により草原環境は一定の改善を見 が、牧 業の生産コスト 急上昇し、牧畜民の所得に甚大な打撃を与え、その増加は大きく影響されることになった。そして、自由に放牧できなくなった牧畜民からの反発が強まり、少数民族地域である内モンゴル 社会安 ために牧畜地域政策の見直しが必要となった。　
内モンゴルにおける牧畜地域政策は、
二
〇一〇
年代に入り変化を見せ始めた。
二
〇一〇
年一月、 『内モンゴル自治区人民政府
の牧畜民の所得増加促進に関する意見』 （内政発【二
〇一〇
】
一号）が通達された。中国は「党
中央一号文件」でその年の農業関連政策を通達するが、自治区の「一号文件」で農業全体ではなく牧畜民問題のみを扱う は極めて異例である。通達では「牧畜 発展を妨げる根本的
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矛盾は解決されておらず、牧畜地域発展、牧畜民増収を促進する長期的制度保障も未形成である。草原生態の退化と砂漠化はいまだ深刻である」と認識し、 「禁牧、休牧などの補償金の増額、牧畜 の第二次、第三次産業への就業の促進、牧畜業への品種改良補助金、農業機械 助金の増 地域インフラ整備の促進、金融サービスの改善 などの具体的な方策が示された。特に禁牧地域への補償金は畝（
〇 ・六六七
アール）当たり五元とし、一人当たり補償金三
〇〇〇
～五
〇〇〇
元を五年間継続して支払う
と定めた。　
二
〇一〇
年三月に開かれた第十一回全国
人民代表大会第三次会議で内モンゴル代表は『牧畜業関連補償金増額 よる牧畜民増収を促す意見』を提出、牧畜民問題は中央政府の注目を引いた。会議後、中央政府調査団が内モンゴル各地に派遣され 。七月には全人代農業委員会による草原生態建設座談 が開かれ、牧畜地域の直面する諸問題が討議された。八月には国家発展改革委員 など政府四十二機関の一六九人からなる調査研究チームが内モンゴルに入り、一
〇
日間の詳
細調査を実施した。今回の調査 牧畜業 含む自治区経済社会全体を対象とし、内モンゴル新政策のための準備でもあった。　
二
〇一一
年一月一日、温家宝首相は内モン
ゴル自治区シリンゴル盟を視察し 農三世帯を訪問した。そして四月六日開かれた国務院常務会議で温家宝首相は牧畜地域の発展に関する具体的な指示を出した。指示は六月一日に通達された『国務院の牧畜地域に
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おける快速かつ健全な発展促進に関する若干の意見』 （国発【二
〇一一
】十七号）に反
映されてい 。七章二十六条からなる同意見は、草原牧畜地域の戦略的重要性を確認したうえで、牧畜地域発展 基本方針を定めた。「長期にわたる農産品不足により草原の生産機能が過度に強調されたため生態機能が無視され、草原における過放牧が進み、人間、家畜と牧草のバランスが崩 草原 が悪化した」ため、 「牧畜地域発展に当っては生産・生態間の合理的結合関係を確立し、生態優先を基本方針とする」とした。具体的には、草原生態保護の強化、生態保護補助奨励金制度の改善、粗放的草原牧畜業から近代的牧畜業への転換、牧草地 農家経営請負制の徹底、特色産業の発展による牧畜民就 機会の拡大などである。上記意見は中央政府の草原牧畜業に対する基本認識と将来の発展戦略を全面的 反映したものである。　
さらに六月二十一日には『国務院の内モン
ゴルにおける経済社会の快速かつ健全な発展促進に関する若干の意見』 （国発【二
〇一一
】
二
十
一号）が通達される。この意見は、
二
〇一〇
年八月の調査をもとに累次の審議を
経て制定された政策であり、二
〇一〇
年の新
疆ウイグル自治区経済発展政策に続き少数民族地域の経済発展促進を狙った重要政策である。意見は経済社会全体を網羅するが、牧畜地域関係の部分は上記の十七号文件とほぼ同じであ 内モンゴルの戦略的位置はエネルギー生産基地、生態障壁であるとされ、生態保護を全面的に推進し、多元化された近代的
産業システムを構築すべきとされた。　
もちろん牧畜地域政策は、牧畜業や牧畜民
のみに関するものではない。特に近年草原地帯において急速に進む地下資源開発は、環境破壊、土地の不正収用など牧畜地域に多くの問題をもたらし、政策動向にも影響しつつある。二
〇一一
年五月十一日に起きた「メルゲ
ン事件」はその典型的な例である。シリンゴル盟西ウジュムチン旗の牧畜民メルゲンは、牧草地を破壊する炭鉱の輸送トラックの阻止を図ったが轢死した。この事件 様子がインターネットを通じて広く知られ、内モンゴ各地で傲慢な開発者に反対し、草原環境保護を訴えるデモが発生した。地下資源開発企業と牧畜民の間に溜 多くの矛盾は こ 事件を契機に噴出したのである。事件解決め容疑者が直ちに逮捕され、二
〇一一
年七月
には内モンゴル自治区人民政府が『鉱業開発秩序の規範化と法に基づく環境保護 民生保障に関する指導意見』 （内政発【二
〇一一
】
八十一号）を発した。意見は 下資源開発秩序の厳格化を狙い、開発による生態 への影響を最小化すること、土地収用に十分な補償金を支払うこと、地元牧畜民への雇用機会を提供すること、開発企業 牧畜民の間の矛盾を円滑に解決するため 長期的かつ有効な制度を構築することなどを示した。　
二
〇一一
年八月一一日、全国牧畜地域工作
会議が内モンゴル東部のフルンボイル市で開かれ、回良玉副首相など国家関連省庁の責任者と内モンゴル、新疆など主な牧畜地域の政府関係者が会議に出席した。この種 会議開
催は二十四年ぶりで、中央政府の牧畜地域重視を示すものでもあった。会議は、国家経済社会発展における牧畜地域の重要かつ戦略的地位を認め、草原生態保護建設を強化し 近代草原牧畜業 積極的に発展させ、 「社会主義新牧畜地域」 建設する目標を強調した。　
二
〇一二
年一月五日、内モンゴル自治区人民
政府は『牧畜 域における快速かつ健全な発展促進を実施する意見』を通達 る。これは二
〇一一
年六月の国務院十七号文件の実施方法
を示したものであり、二
〇一〇
年に続き自治区
一号文件による牧畜地域政策発表であった。　
一連の政策の発表・実施により草原生態環
境にある程度の回復が見られ、 民所得も著しく増加した。牧畜民一人当たり純所得は、二
〇一〇
年の七八五一元から二
〇一一
年の九一
〇九
元に増加し、二
〇一二
年には
一二二五七元へと、大幅な増加を見せた。一方、所得増加の大部分は政府補償金であり、牧畜生産によるも ではない。上記 諸政策は草原牧畜業が後進的生産方式であるとの基本認識に基づき、放牧行為の制限によって生態環境の回復を目指している。草原の生態機能を強調するあまり生産機能が否定され、補償金の増額により牧畜業制限を受けた牧畜民の反発 和らげ こと 狙っている。しかし、補償金制度は永続するとは思われない。この政策で生産基盤を失った牧畜農家が将来生産を回復させ、自立した生計を立てことができるかという問題が残されている。　（訥木和吉日嘎拉
：内蒙古大学蒙古学研究中心講師）
